
三陸わかめブランドの復活と 

地域水産業の復興に向けたトータルソリューション 

平成26年3月7日 

 



 

１．わかめ養殖業の現状 

養殖わかめ国内収穫量の約７５％が三陸沿岸地域（宮城、岩手） 

  →  地域の重要な産業 
震災の影響 
 ・ わかめ養殖施設（宮城１万9千台、岩手1万2千台） 
   →  壊滅的被害から85％復旧 
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支 援 企 業 
Ａ社グループ 

Ａ  社 Ｂ  社  

代 表 者  Ｃ社長   Ｃ社長（社長・役員がＡ社と共通） 

所 在 地  宮城県 Ｓ市  宮城県 Ｓ市 

業   種 
 海藻加工品製造・販売 

 （カット、パッキング） 

 養殖業 

 （種苗生産、養殖、ボイル加工） 

資 本 金  ８百万円  ３百万円 

従 業 員  １３名  ６名 

法 人 設 立  平成２１年１２月９日  平成１６年９月７日（法人化） 

特   徴 

小分けパック等の製品出荷により、 

 漁協生産者の販路拡大に貢献 
 

震災後、フル稼働状態 
 

 

 

 

 

 

 

わかめの種苗等の生産・販売を担い、 

 宮城県内の約４割の種苗を当社が供給 
 

「日本一早く採れるわかめ」を収穫し、 

 ボイル加工・塩蔵を行う 
 

 

 

 

 

 

２．当行が応援した企業の概要 
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４．生産販売の流れと震災後の課題 

Ａ社 
 

■原料わかめ購入 
■カット 
■パッキング 
■ラベリング 
■製品出荷 
 

 

水産加工業者 
■２次加工 

大手流通スーパー 
（全国に供給） 

Ｂ社 
 
■種苗生産・販売 
■養 殖・水揚げ 
■原料わかめ買付 
■ボイル・塩蔵 
■塩蔵わかめ販売 
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漁協から 
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わかめ加工製品販売 

漁協・生産者 
 

■養 殖 
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■出 荷 
 
 
 
 

 
 
 

卸売業 
 

 
 

４ 

増
産
要
請 

 
 

 
 

＜復旧・復興の遅れ＞ 

＜買付量が回復せず＞ ＜供給量不足＞ 

＜生産回復＞ 
↓ 

＜現有設備では増産困難＞ 
↓ 

＜販路確保が急務＞ 

生産物が売れない 

増産投資の必要性 

＜Ａ社グループ＞ 

増産要請 

買付要請 



 

社内体制の整備 

～営業店、本部、外部専門家が一体となった 『 トータルソリューションの提供 』 ～ 

５．新工場建設に向けた支援スキーム 

経営ビジョンの策定 
 

事業計画の策定 

A社グループ 

県 ・ 市 

民間コンサル 

タント会社 

社会保険 

労務士 

中小機構 
震災復興支援 

アドバイザー 

５ 

七十七銀行 
営業店＋本部担当者 

（コーディネート役） 

行政書士 

支援制度の情報提供 
   

補助金申請書類作成 
新工場の高度衛生管理 

導入支援 

 

 

＜支援体制構築＞ 
 

＜連携サポート＞ 
 

就業規則等整備 

新規雇用支援 

雇用助成金申請支援 

事業計画（ビジョン）作成 

補助金申請書作成 （当行本部担当者と協働） 

補助金交付申請に関する助言・書類作成 

公的支援制度活用に関する助言 

新工場のＨＡＣＣＰ導入に関する  
 助言 

津波原子力災害被災地域 
 雇用創出企業立地補助金 

みやぎ企業立地奨励金 

宮城県事業復興型雇用 
 創出助成金 

民間投資促進特区 
 ＜ものづくり産業版＞ 



 

６．取組みの主な成果 

地域の面的再生・復興への貢献 

外部専門家と協働 

新工場の建設支援 

各種公的支援制度の情報提供と活用提案 

 金融仲介機能の発揮 

 コンサルティング機能の発揮 

新規融資の実行 

 （補助金つなぎ融資、設備資金） 

三陸ワカメのブランド復活に貢献 
地域経済活性化と新規雇用の創出に貢献 
被災沿岸地域・業界特有の課題を認識し、 
  地域金融機関としての役割を発揮 

６ 

新工場の様子 



 

７.新工場の様子 

７ 



 

営 業 店 

 

 

 

８．営業店と本部間の情報共有化の取組み 

双方向 

コミュニケーション 

 テレビ会議システムの活用 

公的支援制度の幅広い周知 

震災復興関連研修会の開催 

本 部 

 

 

 

 

 

現場・本部がタイムリーに協働 

融資案件、取引先支援策等の協議 

銀行内における情報発信 

 （グループ補助金、復興特区利子補給金、ものづくり補助金等） 

取引先支援の好事例を情報発信（銀行内ニュース等） 

テレビ会議システムを活用したオンデマンドコンテンツの配信 
 

宮城県内各地において、震災復興関連の研修会を開催し、銀行内で情報を共有 

 
 

 

～地道な取組みが好事例に～ 
 

現場にアンテナが立つ仕組みが大切 
 

８ 



 

 ご清聴いただき 

ありがとうございました。 


